
長時間労働対策

平成29年２月14日

厚生労働省労働基準局
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年間総実労働時間は減少傾向で推移しているが、これは一般労働者（パートタイム労働者以外の者）につい
てほぼ横ばいで推移するなかで、平成８年頃からパートタイム労働者比率が高まったこと等がその要因と考えら
れる。

なお、平成２１年には、前年秋の金融危機の影響で製造業を中心に所定内・所定外労働時間がともに大幅に
減少したが、その後、総実労働時間は１７００時間台半ばで推移している。

年間総実労働時間の推移
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（資料出所） 厚生労働省「毎月勤労統計調査」

（注） 事業所規模5人以上

年間総実労働時間の推移（パートタイム労働者を含む）
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（資料出所） 厚生労働省「毎月勤労統計調査」

（注） 事業所規模5人以上

就業形態別年間総実労働時間及びパートタイム労働者比率の推移
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週労働時間別雇用者等の推移

平成１６年 平成２４年 平成２５年 平成２６年 平成２７年

週６０時間以上の者
６３９万人 ４９０万人 ４７４万人 ４６４万人 ４５０万人

１２．２％ ９．１％ ８．８％ ８．５％ ８．２％

週３５時間以上

週６０時間未満の者

３３５４万人 ３４１２万人 ３３２７万人 ３２８４万人 ３３５８万人

６４．０％ ６３．７％ ６１．６％ ６０．５％ ６１．３％

週３５時間未満の者
１２３７万人 １４３６万人 １５６８万人 １６５１万人 １６３４万人

２３．６％ ２６．８％ ２９．０％ ３０．４％ ２９．９％

合 計 ５２４３万人 ５３５９万人 ５３９９万人 ５４３２万人 ５４７４万人

３０代男性で週労働時間６０時間以上の者

平成１６年 平成２４年 平成２５年 平成２６年 平成２７年

３０代男性で週６０
時間以上の者

２００万人 １４４万人
１３５万人

（１２４万人）

１２６万人

（１１５万人）

１１５万人

（１０５万人）

２３．８％ １８．２％
１７．６％

（１７．２％）

１７．０％

（１６．５）％

１６．０％

（１５．６）％

※ 資料出所：総務省「労働力調査」

※ 上の表は雇用者についてのもの。ただし、「３０代男性で週労働時間６０時間以上の者」については、雇用者だけでなく自営業主と家族従業者を含んだ数

値により作成。なお、平成２５年以降の括弧内については、雇用者のみの数値により作成。

週の労働時間が６０時間以上の者の割合は、全体では近年低下傾向で推移し、１割弱となっ
ているが、３０代男性では１６．０％と、以前より低下したものの高水準で推移している。
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○ 日本は欧州諸国と比較して、年平均労働時間が長い。

○ また、時間外労働（40時間/週以上）者の構成割合が高く、特に49時間/週以上働いて
いる労働者の割合が高い。

（資料出所）労働政策研究・研修機構「データブック国際労働比較2016」

年平均労働時間と長時間労働者の各国比較

（時間）

○年平均労働時間 ○長時間労働者の構成比（週当たりの労働時間）

（資料出所）労働政策研究・研修機構「データブック国際労働比較2016」
ILO「ILOSTAT Database」

＜事務局注＞

※ 年平均労働時間は、2014年の各国の就業者一人当たりの年間労
働時間を示す。

＜事務局注＞
※ 長時間労働者の構成比については、2014年の各国の就業者一

人当たりの週労働時間を示す（アメリカのみ2013年）。データは、
ILO「ILOSTAT Database」（日本は総務省「労働力調査」）による。

※ 端数処理のため、計100％とはならない（日本、イギリス）。
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※資料出所：総務省「労働力調査」
※雇用者のうち、休業者を除いた者の総数に占める割合
※平成19年度の数値は、日本産業標準分類の変更（第12次改定）にあわせて遡及して計算されたもの

○業種別週労働時間６０時間以上の雇用者割合

平成19年 平成27年 増減（ポイント）

非農林業雇用者計 10.3% 8.2% -2.1%
鉱業、採石業、砂利採取業 0.0% 0.0% 0.0%

建設業 12.9% 11.5% -1.4%
製造業 8.8% 7.0% -1.8%

電気・ガス・熱供給・水道業 3.1% 3.6% 0.5%
情報通信業 12.6% 9.2% -3.4%

運輸業、郵便業 20.7% 18.3% -2.4%
卸売業、小売業 11.6% 8.1% -3.5%
金融業、保険業 8.2% 5.5% -2.7%

不動産業、物品賃貸業 12.2% 8.6% -3.6%
学術研究、専門・技術サービス業 13.1% 9.2% -3.9%

宿泊業、飲食サービス業 12.5% 9.2% -3.3%
生活関連サービス業、娯楽業 11.6% 8.8% -2.8%

教育、学習支援業 9.7% 11.2% 1.5%
医療、福祉 4.5% 3.4% -1.1%

複合サービス事業 5.8% 3.4% -2.4%
サービス業

（他に分類されないもの）
6.6% 5.9% -0.7%
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（資料出所） 厚生労働省「毎月勤労統計調査」（平成27年）
（注） 事業所規模5人以上

（資料出所） 総務省「労働力調査」（平成27年）

産業別年間総実労働時間（パートタイム労働者を含む） 産業別週６０時間以上就業する雇用者数割合及び平均週間
就業時間（パートタイム労働者を含む）
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7

年次有給休暇の取得率等の推移
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（資料出所） 厚生労働省｢就労条件総合調査｣（平成１１年以前は「賃金労働時間制度等総合調査」による）

（注） １） 「対象労働者」は「常用労働者」から「パートタイム労働者」を除いた労働者である。

２） 「付与日数」には、繰越日数を含まない。「取得率」は、全取得日数／全付与日数×１００（％）である。

３） 平成18年以前の調査対象：「本社の常用労働者が30人以上の民営企業」→平成19年以降の調査対象：「常用労働者が30人以上の民営企業」
４） 平成25年以前の調査対象：「常用労働者が30人以上の会社組織の民営企業」→平成26年の調査対象：「常用労働者が30人以上の民営法人」（※医療法人等の会社組織以外の法人を調査対象に加えた）

なお、平成25年と同一の調査対象で時系列で比較した場合、平成26年の年次有給休暇の取得率は47.3％となる。
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年次有給休暇の取得率については、近年５割を下回る水準で推移している。
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※「運輸業，郵便業」について、Ｈ２３のデータ（平成２４年調査）より平成２１年経済センサス-基礎調査による抽出替えを行ったことから、平成１９
年１０月に民営化された郵便事業（株）が新たに調査対象となった。
※Ｈ２６のデータ（平成２７年調査）より調査対象が「常用労働者が３０人以上である会社組織の民営企業」から「常用労働者が３０人以上である民
営法人」に変更され、更に「複合サービス事業」が調査対象に追加された。

産業別労働者１人平均年次有給休暇の付与日数及び取得日数の推移
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法定労働時間（労働基準法第３２条、第40条）

【原則】

使用者は、１週間に、40時間を超えて労働させてはならない。

使用者は、１日に、８時間を超えて労働させてはならない。

（特例事業場）

・なお、商業、映画・演劇業、保健衛生業、接客娯楽業の事業で、規模が10人未満の事業場については、

使用者は、１週間に44時間、１日に８時間まで労働させることができる。

時間外及び休日労働（労働基準法第36条）

使用者は、過半数組合又は過半数代表者と労使協定を締結し、労働基準監督署に届け出た場合は、協定で定め

るところにより、時間外又は休日に労働させることができる。

時間外、休日及び深夜労働の割増賃金（労働基準法第37条）

使用者は、時間外又は深夜（午後10時から午前５時まで）に労働させた場合は、通常の賃金の２割５分以上

の割増賃金（※）を支払わなければならない（※※）。

※ 1ヶ月60時間を超える時間外労働については、通常の賃金の５割以上。ただし、中小企業は当分の間適用猶予。

※※ 「時間外かつ深夜」の場合：５割以上の割増賃金を支払わなければならない。

【弾力的な取扱い】⇒次ページ参照

変形労働時間制、フレックスタイム制、

裁量労働制 等

労働時間法制について

８

３６協定について（制度概要）

限度時間
１か月４５時間

１年３６０時間など

法定労働時間
１日８時間

１週４０時間

１年間＝１２か月

特別条項
上限なし

労働基準法での原則的な労働時間の上限：１日８時間・１週４０時間【法定労働時間】

これを延長する場合は、労使協定（３６協定）の締結・届出が必要

３６協定での延長時間は、「時間外労働の限度基準」（大臣告示）に規定

「１か月４５時間」「１年３６０時間」等（※）【限度時間】
※ 「３か月以内の期間」と「１年間」の双方について協定する必要
※ ほかに、「１週間１５時間」「３か月１２０時間」などの限度時間が規定されている
※ ただし、①工作物の建設等の事業、②自動車の運転の業務、③新技術、新商品等の研究開発などの業務は限度時間

の適用除外とされている

「特別条項」を結べば、例外的に限度時間を超えることができる（年間６か月まで）

※特別条項について、その上限時間が規定されていない

年間６か月まで

９



○ ３６協定を締結している事業場割合は、５５．２％。また、特別条項付きの協定を締結している割合は
全体の２２．４％。

○ 特別条項付きの協定は大企業が多く締結している。

特別条項付き３６協定を締結している事業場の割合

（出典）厚生労働省・平成２５年労働時間等総合実態調査
（注１）「中小企業」とは、「常時使用する労働者が３００人以下」などの企業
（注２）「大企業」か「中小企業」かは、調査対象の事業場が属している企業の規模に応じて分類

協定なし事業場
44.8%

協定あり事業場
55.2%

特別条項なし
59.5%

特別条項あり
40.5%

特別条項付きの協定
を締結しているのは、
全体の22.4%

［全体］

22.4 

58.6 

11.3 

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

合計 大企業 中小企業(%)

［企業規模別：特別条項付き協定の締結割合］

１０

○ ３６協定を締結していない事業場が締結していない理由をみると、「時間外労働・休日労働がない」が４
３．０％と一番多かった。

○ 一方、「時間外労働・休日労働に関する労使協定の存在を知らなかった」（３５．２％）、「時間外労働・
休日労働に関する労使協定の締結・届出を失念した」（１４．０％）、「就業規則等で規定を設けるのみで
十分と思っていた」（１．０％）等も見られた。

３６協定を締結していない理由

（出典）厚生労働省・平成２５年労働時間等総合実態調査

43% 35.2%

1% 1.2%

3.5%

3.6%

14%

4.2%

時間外労働・休日がない

時間外労働・休日に関する労使協定の存

在を知らなかった

就業規則等で規定を設けるのみで十分と

思っていた

適用除外だと思っていた

事業場ごとに締結が必要とは知らなかった

過去締結した時間外労働・休日労働に関

する労使協定が現在も有効だと思ってい

た
時間外労働・休日労働に関する労使協定

の締結・届出を失念した

その他

11



延長時間の定めのある事業場の通常の延長時間は、ほぼ１００％が限度基準告示における限度時間
（１月４５時間、１年３６０時間等）の範囲内に収まっている。

36協定における延長時間の状況

計

45時間以下

45時間超
平均

（時間：分）10時間
以下

10時間
超15時
間以下

15時間
超20時
間以下

20時間
超25時
間以下

25時間
超30時
間以下

30時間
超35時
間以下

35時間
超40時
間以下

40時間
超45時
間未満

45時間

合計 99.1% 0.7% 1.2% 1.9% 1.5% 6.6% 1.1% 8.8% 7.2% 70.0% 1.1％ 42:18

大企業 99.0% 0.2% 0.6% 0.4% 1.4% 5.1% 1.1% 9.4% 5.9% 74.9% 1.0% 43:11

中小企業 99.1% 1.1% 1.7% 3.1% 1.6% 7.8% 1.0% 8.3% 8.1% 66.3% 0.9% 41:38

（出典）厚生労働省・平成２５年労働時間等総合実態調査
（注１）「中小企業」とは、「常時使用する労働者が３００人以下」などの企業
（注２）「大企業」か「中小企業」かは、調査対象の事業場が属している企業の規模に応じて分類

計

360時間以下

360時間超
平均

（時間：分）100時間
以下

100時間
超150時
間以下

150時間
超200時
間以下

200時間
超250時
間以下

250時間
超300時
間以下

300時間
超330時
間以下

330時間
超360時
間未満

360時間

合計 98.6% 1.1% 2.7% 1.9% 3.1% 4.5% 8.5% 0.3% 76.5% 1.4% 343:56

大企業 98.6% 0.4% 1.8% 1.6% 1.7% 3.8% 7.2% 0.2% 81.8% 1.4% 349:55

中小企業 98.6% 1.6% 3.5% 2.1% 4.2% 5.1% 9.5% 0.4% 72.1% 1.3% 338:56

時間外労働に関する労使協定において１か⽉の延⻑時間の定めがある事業場の１か⽉の延⻑時間（⼀般労働者）

時間外労働に関する労使協定において１年の延⻑時間の定めがある事業場の１年の延⻑時間（⼀般労働者）

12

36協定における特別延長時間（特別条項）の状況

（出典）厚生労働省・平成２５年労働時間等総合実態調査
（注１）「中小企業」とは、「常時使用する労働者が３００人以下」などの企業
（注２）「大企業」か「中小企業」かは、調査対象の事業場が属している企業の規模に応じて分類

3.5 

1.5 

2.3 

23.4 

23.6 

23.5 

14.5 

15.0 

14.8 

40.1 

33.5 

36.2 

12.7 

18.3 

16.0 

3.9 

6.6 

5.5 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

中小企業

大企業

合計

45時間以下 45時間超50時間以下 50時間超60時間以下 60時間超70時間以下

70時間超80時間以下 80時間超100時間以下 100時間超

［１か月の特別延長時間の分布（特別条項がある事業場、企業規模別）］

特別条項付き３６協定を締結している事業場の割合

うち１か月の特別延長時間が４５時間超の割合

うち５０時間超の割合

うち６０時間超の割合

うち７０時間超の割合

うち８０時間超の割合

うち１００時間超の割合

合計 22.4% 22.0% 21.5% 16.2% 12.9% 4.8% 1.2%

大企業 58.6% 57.7% 56.8% 43.0% 34.2% 14.6% 3.9%

中小企業 11.3% 11.1% 10.7% 8.0% 6.4% 1.9% 0.4%

［特別延長時間の状況（全事業場）］
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36協定における特別延長時間（特別条項）の状況

（出典）厚生労働省・平成２５年労働時間等総合実態調査
（注１）「中小企業」とは、「常時使用する労働者が３００人以下」などの企業
（注２）「大企業」か「中小企業」かは、調査対象の事業場が属している企業の規模に応じて分類

［１年の特別延長時間の分布（特別条項がある事業場、企業規模別）］

［特別延長時間の状況（全事業場）］

1.0 

1.6 

1.4 

13.3 

19.2 

16.9 

21.5 

18.6 

19.7 

48.7 

39.3 

42.9 

11.1 

15.4 

13.8 

0.8 

1.5 

1.2 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

中小企業

大企業

合計

360時間以下 360時間超400時間以下 400時間超500時間以下 500時間超600時間以下
600時間超800時間以下 800時間超1000時間以下 1000時間超

特別条項付き３６協定を締結している事業場の割合

うち１年の特別延長時間が３６０時間超の割合

うち４００時間超の割合

うち５００時間超の割合

うち６００時間超の割合

うち８００時間超の割合

うち１０００時間超の割合

合計 22.4% 21.5% 21.2% 17.4% 13.0% 3.4% 0.3%

大企業 58.6% 56.0% 55.1% 43.8% 32.9% 9.9% 0.9%

中小企業 11.3% 1.09% 10.8% 9.3% 6.8% 1.3% 0.1%
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○【平成27年１⽉〜平成28年３⽉】⽉100時間超の残業が⾏われているすべての事業場等に対する監督指導
（平成27年度：10,185事業場に重点監督、7,798事業場（76.6％）に是正指導（違法な時間外労働：5,775事業場（56.7％））

○【平成28年４⽉〜】⽉残業100時間超から⽉80時間超へ監督対象を拡⼤
（平成28年度上半期：10,059事業場に重点監督、6,659事業場（66.2％）に是正指導（違法な時間外労働：4,416事業場（43.9％））

○【平成27年４⽉〜】過重労働事案に対する特別チーム「過重労働撲滅特別対策班」（かとく）の新設
→ 東京労働局・⼤阪労働局に設置（これまで、全国展開する６企業について書類送検を実施）

○【平成28年4⽉〜】本省に「過重労働撲滅特別対策班」を新設｡47局において､「過重労働特別監督監理官」を新たに任命
→ 本省に対策班を設けて広域捜査の指導調整､労働局において⻑時間労働に関する監督指導等を専⾨とする担当官を任命

○【平成26年９⽉〜】平⽇夜間・⼟⽇に、労働条件に関する電話相談窓⼝「労働条件相談ほっとライン」を設置
(平成27年度 相談件数：29,124件／平成28年度（〜12⽉）相談件数：22,951件)

○【平成27年７⽉〜】インターネットによる「労働条件に係る違法の疑いのある事業場情報」監視を実施
→ インターネット上の求⼈情報等を監視・収集し、労働基準監督署による監督指導等に活⽤
（平成27年７⽉〜28年３⽉ 通報：407件うち151件に監督指導／平成28年４⽉〜12⽉ 通報：502件うち274件に監督指導（含実施予定））

※件数はいずれも平成28年12⽉末時点

１．⻑時間労働が⾏われている事業場に対する監督指導の徹底

○【平成27年11⽉】過重労働解消キャンペーン期間中に重点監督（5,031事業場に重点監督、3,718事業場（73.9％）に是正指導）

○【平成2８年６⽉〜】中⼩企業庁・公正取引委員会への通報制度の拡充
→ ⻑時間労働の背景として親事業者の下請法等の違反が疑われる場合に、中⼩企業庁・公正取引委員会に通報

3．監督指導・捜査体制の強化

７．取引の在り⽅や業界慣⾏に踏み込んだ取組等

2．過重労働解消キャンペーンの重点監督

６．情報の提供・収集体制の強化

○【平成2９年１⽉〜】違法な⻑時間労働等を２事業場で⾏うなどの企業に対する全社的な監督指導
4．本社に対する監督指導の創設

労働基準監督行政における長時間労働削減対策の取組状況

○【平成27年５⽉〜】社会的に影響⼒の⼤きい企業が、「違法な⻑時間労働」（⽉残業100時間超等）を複数の事業場で
⾏っている場合に企業名を公表

○【平成29年１⽉〜】過労死等事案を追加するとともに、「違法な⻑時間労働」を⽉残業100時間超から⽉80時間超 とす
るなどの要件の拡⼤

５．企業名公表制度の創設・強化

15



本省幹部による業界の
リーディングカンパニーへの訪問

都道府県労働局⻑による地域の
リーディングカンパニーへの訪問

☞ 平成28年12⽉末までに、７０社（＊）を訪問
＊⽇新⽕災、カルビー、伊藤忠商事、富⼠ゼロックス など

☞ 今後リーディングカンパニーだけでなく、社会的な影響
⼒が⼤きな中堅・中⼩企業や⻑時間労働の傾向が⾒られる業
種の企業にも働きかけを実施予定

♦ 先進的な取組事例等について、ポータルサイトを活⽤して情報発信（平成27年1⽉30⽇開設）
☞ 企業が「働き⽅・休み⽅改善指標」を⽤いて診断を⾏い、その結果に基づき対策を提案
☞ 社員が「働き⽅・休み⽅改善指標」を⽤いて診断を⾏い、⾃らの働き⽅・休み⽅を振り返る機会を提供

☞ 地⽅公共団体における働き⽅改⾰の取組事例（知事等のメッセージや宣⾔など）を掲載

◆ 本省と都道府県労働局が連携して、下記の取組を実施
① 企業の⾃主的な働き⽅の⾒直しの推進
② 地域における働き⽅改⾰の気運の醸成
③ 都道府県労働局と地⽅公共団体の連携 等

全国展開へ

16

働き方改革の実施には、労働基準法の遵守を超えた、働き方そのものの見直しが必要で、
企業トップの強いリーダーシップが不可欠。

働き方改革の一層の推進

☞ 平成28年12⽉末までに、全国で約1,400社を訪問
☞ 都道府県労働局に、労働局⻑を本部⻑とする

「働き⽅改⾰推進本部」を設置
＊ 全局に本部を設置し、⾃治体・労使団体と連携の上

働き⽅改⾰を推進
☞ 管内の企業トップへの働きかけを実施

働き⽅改⾰について、地域の実情に応じた取組を全国で働きかけ

「働き方・休み方改善ポータルサイト」を利用して働き方改革を進めてみませんか

厚⽣労働省では、企業の皆さまが社員の働き⽅・休み⽅の改善に向けた検討を⾏う際に活⽤できる「働き⽅・休み⽅改善ポータルサイト」を開
設しました。サイトでは、専⽤指標によって企業診断ができる「働き⽅・休み⽅改善指標」や、「企業における取組事例」などを掲載しています。
社員が⾃らの働き⽅・休み⽅を振り返るための診断も⾏えます。

⻑時間労働や休暇が取れない⽣活が常態化すれば、社員のメンタルヘルスに影響を及ぼす可能性が⾼くなり、⽣産性が低下します。また、企業
としては、離職リスクの上昇や、イメージの低下など、さまざまな問題が⽣じることになります。社員のために、そして企業経営の観点からも、
⻑時間労働の抑制や年次有給休暇の取得促進が求められています。

専⽤指標による企業診断ができます

企業の取組事例を詳しく紹介します

２

５
提案内容に関連した取組を実施して
いる企業の取組概要を紹介します

働き⽅改⾰ツールを提供します１

「働き⽅・休み⽅改善ポータルサイト」
http://work-holiday.mhlw.go.jp

（平成27年１⽉30⽇開設）

４

診断結果に基づき対策を提案します３
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総理発言（９／２７ 働き方改革実現会議）

「１番目に、同一労働同一賃金などの非正規雇用の処遇改善。

２番目に、賃金引き上げと労働生産性の向上。

３番目に、時間外労働の上限規制の在り方など長時間労働の是正。

４番目に、雇用吸収力の高い産業への転職・再就職支援、人材育成、格差を固定化させない

教育の問題。

５番目に、テレワーク、副業・兼業といった柔軟な働き方。

６番目に、働き方に中立的な社会保障制度・税制など女性・若者が活躍しやすい環境整備。

７番目に、高齢者の就業促進。

８番目に、病気の治療、そして子育て、介護と仕事の両立。

９番目に、外国人材の受入れの問題。」

１８

「過労死等ゼロ」緊急対策（平成２８年１２月２６日長時間労働削減推進本部決定）

（１） 新ガイドラインによる労働時間の適正把握の徹底

企業向けに新たなガイドラインを定め、労働時間の適正把握を徹底する。

（２） 長時間労働等に係る企業本社に対する指導

違法な長時間労働等を複数の事業場で行うなどの企業に対して、全社的な是正指導を行う。

（３） 是正指導段階での企業名公表制度の強化

過労死等事案も要件に含めるとともに、一定要件を満たす事業場が２事業場生じた場合も公表の対象とするなど
対象を拡大する。

（４） ３６協定未締結事業場に対する監督指導の徹底

１ 違法な長時間労働を許さない取組の強化

（１） メンタルヘルス対策に係る企業本社に対する特別指導

複数の精神障害の労災認定があった場合には、企業本社に対して、パワハラ対策も含め個別指導を行う。

（２） パワハラ防止に向けた周知啓発の徹底

メンタルヘルス対策に係る企業や事業場への個別指導等の際に、「パワハラ対策導入マニュアル」等を活用し、パ
ワハラ対策の必要性、予防・解決のために必要な取組等も含め指導を行う。

（３） ハイリスクな方を見逃さない取組の徹底

長時間労働者に関する情報等の産業医への提供を義務付ける。

２ メンタルヘルス・パワハラ防止対策のための取組の強化

（１） 事業主団体に対する労働時間の適正把握等について緊急要請

（２） 労働者に対する相談窓口の充実

労働者から、夜間・休日に相談を受け付ける「労働条件相談ほっとライン」の開設日を増加し、毎日開設するなど相
談窓口を充実させる。

（３） 労働基準法等の法令違反で公表した事案のホームページへの掲載

３ 社会全体で過労死等ゼロを目指す取組の強化

平成２９年１月２０日より実施

平成２９年度より実施

速やかに実施

平成２８年度第４四半期に実施（実施中）

平成２９年度より実施

平成２９年より実施 19



新ガイドラインによる労働時間の適正把握の徹底

現状

本省労働基準局長から都道府県労働局長に対する内部通達として「労働時間の
適正な把握のために使用者が講ずべき措置に関する基準」（平成13年４月６日付
け基発第339号労働基準局長通達）が示されている。

新たな取組

○ 使用者向けに、労働時間の適正把握のためのガイドラインを新たに定める。
○ 内容として、

① 労働者の「実労働時間」と「自己申告した労働時間」に乖離がある場合、 使
用者は実態調査を行うこと

② 「使用者の明示または黙示の指示により自己啓発等の学習や研修受講をし
ていた時間」は労働時間として取り扱わなければならないこと

等を明確化する。（平成29年１月20日に策定）

20

長時間労働に係る企業本社に対する指導

現状

長時間労働に関する労働基準監督署の監督指導は、事業場単位で行われている。

新たな取組

違法な長時間労働等を複数の事業場で行うなどの企業に対する是正指導を新たに
実施する。（H２９年１月より実施）

→ 企業幹部に対し、長時間労働削減や健康管理、メンタルヘルス対策（パワハラ
防止対策を含む。）について指導し、その改善状況について全社的な立入調査
により確認する。
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１（３） 是正指導段階での企業名公表制度の強化

現在の要件

新たな仕組み（拡大のポイント）

違法な長時間労働（月100時間超、10人以上または４分の１以上、労基法32条等違反）が１
年間に３事業場認められた場合

○ 現行の要件を以下のとおり拡大。
① 月100時間超を月80時間超に拡大
② 過労死等・過労自殺等で労災支給決定した場合も対象
→ これらが２事業場に認められた場合に、前ページの企業本社の指導を実施し、

是正されない場合に公表
○ 月100時間超と過労死・過労自殺が２事業場に認められた場合などにも企業名を公表

22

○ 最低賃金の履行確保を重点とする監督等の機会に、３６協定未締結事業場に対する指
導を徹底する。（H２８年度第４四半期に実施）

１（４） ３６協定未締結の事業場に対する監督指導の徹底

（H２９年より実施）

（平成２７年５月１８日より実施、実績１件）

是正指導段階での企業名公表制度の強化について
(複数の事業場を有する⼤企業が対象)

① 違法な⻑時間労働
（⽉80Ｈ超、10⼈or1/4、労基法

32,35,37条違反）

② 過労死等・過労⾃殺等で労災
⽀給決定

（被災者について⽉80Ｈ超、労基
法第32,35,37条違反⼜は労働時
間に関する指導）

③ 事案の態様が①、②と同程度
に重⼤・悪質と認められるもの

①⁺：①のうち、⽉100H超
のもの

②⁺：②のうち、過労死・過
労⾃殺(のみ)、かつ、
労基法32,35,37条違
反ありのもの

労働
局⻑
によ
る指
導・
企業
名公
表

書
類
送
検
︵
送
検
時
公
表
︶

２ ＯＵＴ

１年間に
２事業場

１年間に、②⁺が２事業場、⼜は、①⁺及び②⁺で２事業場

①⼜は②
(違反有り)

の実態

違法な⻑時間労働
（⽉100Ｈ超、10⼈or1/4、労基

法32,35,37条違反）

監督署⻑による企業幹
部の呼出指導

【指導内容】
・⻑時間労働削減
・健康管理
・メンタルヘルス

（パワハラ防⽌対策）

全社的⽴⼊調査

本社及び⽀社等（※）
に対し⽴⼊調査を実施
し、改善状況を確認。

（※）主要な⽀社店等。
調査対象数は、企業規模
及び事案の悪質性等を勘
案して決定。

３ ＯＵＴ

２ ＯＵＴ

３ ＯＵＴ １年間に３事業場

現行

新たな仕組み
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労基法第３２条違反：時間外・休日労働協定（３６協定）で定める限度時間を超えて時間外労働を行わせている等
労基法第３５条違反：３６協定に定める休日労働の回数を超えて休日労働を行わせている等
労基法第３７条違反：時間外・休日労働を行わせているにもかかわらず、法定の割増賃金を支払っていない等



２（１） メンタルヘルス対策に係る企業本社に対する特別指導

現状

メンタルヘルス対策に問題がある企業に対しては、事業場単位で労働衛生面
からの指導を行っている。

新たな取組

複数の精神障害の労災認定があった場合には、企業本社に対して、パワハラ防
止も含め個別指導を行う。特に過労自殺（未遂含む）を含む事案については、新た
に改善計画を策定させ、１年間の継続的な指導を行う。（H２９年度より実施）
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そのほか、時間外・休日労働が月80h超等の事業場に対する監督指導等において、メンタルヘ
ルス対策に係る法令の遵守状況を確認し、産業保健総合支援センター※による訪問指導の受入
れを強力に勧める。
（※）各都道府県に設置されており、メンタルヘルス対策等の専門家を配置し、セミナー・研修の開催や、事業場への個別

訪問による支援を実施している。

２（２） パワハラ防止に向けた周知啓発の徹底

現状

パワハラ防止対策については、「パワハラ対策導入マニュアル」を作成し、周知
を実施。

新たな取組

メンタルヘルス対策に係る企業や事業場への個別指導等の際に、「パワハラ対
策導入マニュアル」等を活用し、パワハラ対策の必要性、予防・解決のために必要
な取組等も含め指導を行う。（Ｈ２９年度より実施）

２（３） ハイリスクな方を見逃さない取組の徹底

○ 月１００時間超の時間外・休日労働をする方の労働時間等の情報を事業者が産業
医へ提供することを義務化し、面接指導等に必要な情報を産業医に集約する。（省令
を改正し、Ｈ２９年度より実施）

○ 過重労働等の問題のある事業場については、長時間労働者全員への医師による緊
急の面接（問診）等の実施を、都道府県労働局長が指示できる制度を整備する。（H２
９年度より実施）
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３ 社会全体で「過労死等ゼロ」を目指す取組の強化

（１） 事業主団体に対する労働時間の適正把握等について緊急要請

長時間労働の抑制等に向けて、事業主団体に対し、以下の協力要請を行う。（速やか
に実施）
① 36協定未締結など違法な残業の防止、労働時間の適正な把握等
② 企業・業界団体におけるメンタルヘルス対策、パワハラ防止対策等の取組による「心の健康づくり」の推進
③ 長時間労働の背景になっている取引慣行（短納期発注、発注内容の頻繁な変更等）の是正

（２） 労働者に対する相談窓口の充実

労働者から長時間労働等の問題について、夜間・休日に相談を受け付ける「労働条件
相談ほっとライン」を毎日開設する等の取組を行う。（現行週６日→７日）（H２９年度より
実施）

（３） 労働基準法等の法令違反で公表した事案のホームページへの掲載

労働基準法等の法令に違反し、公表された事案については、ホームページにて、一定
期間掲載する。（H29年より実施）
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長時間労働の是正に向けた勤務間インターバルを導入する企業への支援

２．職場意識改善助成金（勤務間インターバル導入コース（仮称））

【助成概要】
勤務間インターバルを導入する中小企業事業主に対し助成

【助成対象】
就業規則等の作成・変更費用、研修費用、労務管理用機器等の導入・更新費用 等

【成果目標】
中小企業事業主が新規に勤務間インターバルを導入すること

【助成率、上限額】
費用の3/4を助成、上限50万円

１．勤務間インターバル制度普及のための広報事業

○勤務間インターバル制度の導入事例を収集し、事例集を作成・配布

○広報ポスターの作成・配布

○新聞広告、インターネット広告の実施

○セミナーの開催（東京・愛知・大阪）等
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